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学童保育所利用規程 
第１章 総則 

（目的） 

第１条 この規程（以下「規程」という）は、特定非営利活動法人あげお学童クラブの会   （以

下「法人」という）定款第５条第１項にもとづき、学童保育所に登所する児童の保護者（以

下「保護者」という）が、利用にあたって遵守すべき事項について定める。 

 

（入所要件） 

第２条 上尾市内の小学校に就学する児童、または上尾市に在住し上尾市外の小学校に通う児

童であり、下記の（1）～（87）に掲げる保護者の事情により、学童保育所開設時内にお

いて保育が必要と認められる児童。ただし、その他の事情により、学童保育所開設時内に

おいて保育が必要と認められる児童で、代表理事が認める場合には入所を認める。 

（1） 就労…現に就労している場合、就労が内定している場合又は出産休業中の場合 

（就労は原則、週所定勤務４日以上かつ一日所定労働４時間以上） 

（2） 疾病…概ね２ヶ月以上、入院または居宅内での療養を必要とする場合 

（3） 出産…出産前後の休養のために保育にあたることができない場合 

（4） 就学…学校教育法に定める学校又は職業訓練施設に通っている場合 

（5） 心身障害…身体障害者手帳 1～4級、療育手帳Ⓐ～C又は精神障害者保健福祉手帳 

 1～3級を所持する場合 

（6） 看護・介護…概ね２ヶ月以上、入院等による付添を要する家族又は自宅で看護・介 

 護を要する家族がいる場合 

（7） 父親又は母親の不存在…死別、離婚、未婚、別居、行方不明又は拘禁によって、父 

 親又は母親が居ない場合（急な状況の変化） 

  

（規程の遵守） 

第３条 保護者は、この規程並びに法人が定める各種規程を遵守しなければならない。 

 

（児童の送迎等） 

第４条 児童の送迎に関しては、保護者が責任を負う。原則、学童からの一人帰りは認めない。

尚、学童から習い事などに行く事は、各保護者の責任とする。欠席の場合は必ず保護者が

連絡すること。 

 

（保育料等の納入） 

第５条 保護者は、法人が定める保護者負担金等を期日までに遅滞なく納入しなければならな

い。 

   

（口座振替の原則） 

第６条 保護者負担金等の納入は原則として毎月の口座振替とする。保護者は予め引き落し口

座を法人に届けるものとし、次の各号に従って手続きをしなければならない。 

(1) 期日までに振替手数料を含む必要額を届出た口座に準備する。 

(2) 口座振替ができない事由があるときは速やかに法人に報告する。 
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(3) 入所当初等、口座手続き未了の場合は、その都度法人が指定する方法で納入する。 

(4) 残高不足等、保護者の事情により口座振替不能の場合は、保護者は別途法人が指定する

期日までに本来口座引き落しをされるべき金額及び滞納督促手数料を事務局窓口にて支

払う。直接窓口での支払いが難しい場合は、法人が指定する金融機関の口座に振り込む

ことも可とする。ただし、その際の振込手数料は保護者の負担とする。 

２ 入所金等、振替口座開設以前に納入すべき費用については第１７条、第１８条、第 

１９条の規定による。 

３ 保護者負担金等は毎月ごとの口座振替の他、1年間（年度）分の一括支払も可とする。た

だし、一括支払の場合は世帯一括での支払いに限る。 

４ 保護者負担金年度分を一括で支払った場合、一定額減額される。減額される金額について

は、理事会で協議し、代表理事が決定する。 

５ 入所後、２か月で退所することが決定している場合は、入所申し込み時に２か月分の保護

者負担金を支払い、退所届も同時に提出すれば口座振替手続きは不要とする。 

 

第２章 保護者の役割 

（保護者の役割） 

第７条 保護者は職員と連携し、学童保育所の運営（行事等）に参画する。 

 ２ 保護者は、職員と児童の健全な育成のために必要な情報を交換し、相互理解を深め、学童

運営のみならず学童保育の充実と発展のための活動に協力する。 

 ３ 保護者は、学童保育及び職員の役割への理解を深めるため、学習会等への参加に努める。 

 ４ 保護者は、地域と連携を図り、地域のイベントにも参加するように努める。   

 

第３章 開設時間 

（開設期間）  

第８条 学童保育所の開設期間は、毎年４月１日から翌年３月３１日とする。 

 

（開設日） 

第９条 開設日は、月曜日から土曜日とする。(祝日を除く) 

(1) 平日 (月曜日から金曜日の学校開校日) 

(2) 学校休業日（土曜日、春休み、夏休み、冬休み、開校記念日、県民の日等） 

 

(開設時間) 

第１０条 開設時間は、保育を行う時間帯をいう。 

(1) 月曜日から金曜日の開設時間は、学校授業終了時刻から午後７時までとする。 

(2) 土曜日の開設時間は、午前８時から午後７時までとする。 

(3) 学校休業日等の開設時間は、午前８時から午後７時までとする。 

(4) その他、法人は特別に指定した時間に学童保育所を開設することができる。 

 

（受入時間） 

第１０条の２ 受入時間は、入所児童を施設内に留め置く時間帯をいう。 

（1）学校休業日（平日）においては、午前 7時 30分から午前 8時までとする。 



学童保育利用規程 

 

- 3 - 

- 3 - 

（2）その他、法人は特別に指定した時間に受入時間を設定することができる。 

    

（閉所日） 

第１１条 閉所日を次の各号に示す。 

(1) 日曜日 

(2) 国民の祝日（振替休日を含む） 

(3) 年末年始（１２月２９日から１月３日まで） 

(4) その他法人が定める日 

(5) 臨時閉所日：児童の安全確保が困難な場合は閉所とする。（災害・事件・感染症等) 

 

第４章 入所・退所等 

（入所手続き）      

第１２条 入所希望者は所定の書類を提出し入所審査基準に基づく審査や法人による審査を受

けなければならない。入所決定後についても所定の書類を提出し、第１７条に定める入

所金及び第１８条に定める保護者負担金等を納めなければならない。 

２ 入所に必要な書類の提出は法人事務局が示した方法による。 

３ 入所が決定した学童保育所から他の学童保育所への自己都合による転所は認めない。 

４ 学童保育所を退所した後、再入所する際はその都度、入所審査により入所学童保育所を

決定する。 

５ 提出した書類に不備や虚偽の申告があった場合は承認を取り消すことがある  

 

（新１年生の入所） 

第１３条 新１年生の入所は４月１日からとする。（１日が休日の場合は翌日からとする。） 

 

（退所手続き） 

第１４条 承認期間内に退所する場合は、保護者は法人所定の退所届を法人に提出しなければ

ならない。 

  ２ 退所届は原則、退所月の前月末日までに法人事務局に提出する。ただし、提出期限内で

あれば、在籍学童保育所への提出も可とする。 

  ３ 保護者負担金等は退所日の月までは月単位で全額納入することとする（日割り計算は

しない）。 

  ４ 保護者負担金、超過料金の滞納がある場合、退所届は原則として受理しない。 

  ５ 保護者負担金を一括で支払った者が事情により年度途中で退所する場合、在籍してい

る期間の保護者負担金を引いた額を返金する。返金の際に振込手数料等が発生した場合

は保護者負担とする。また、在籍期間については、保護者負担金の減額はしない。 

 

（休所） 

第１５条 休所とは、学童の在籍児童が傷病その他の事由により、登所の意志があるにもかかわ

らず不可能な場合において、月初から月末まで、月単位で登所できない場合を言う。休

所する場合には、休所届を提出すること。休所時の保護者負担金については第１９条４

項に定める。 
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  ２ 休所中の児童が月の途中から利用を再開する場合、利用日前日までに利用を再開する

月の保護者負担金１か月分を納めなくてはならない。 

３ 学校が伝染性疾患等の理由により出席停止等の扱いとなる場合には、他の児童等への

感染を防止するために、学童への登所停止とする。 

  ４ その他、休所扱いに準じる事例の場合には、常任理事会において協議する。 

 

（利用解除） 

第１６条 次の事由に該当した場合は、法人は保護者へ文書で通知することにより、利用 

を解除することができる。 

(1) 退所勧告を受けた保護者が再度２ヶ月滞納を行った場合、もしくは退所勧告を２

回以上受けても支払いに応じなかった場合 

(2) 保護者及び児童が、第２条の入所要件を満たさなくなった場合 

 

第５章 保護者負担金等 

（入所金） 

第１７条 入所金は１児童につき１３，０００円とする。 

  ２ 入所金は指定する日時までに納入すること。 

３ 入所金は入所申込の際に都度集金する。原則として理由の如何を問わず返還しない。 

 

（保護者負担金） 

第１８条 毎月の保護者負担金は別表１に定める。 

２ 保護者負担金のうち、学童保育所における食料費（おやつ代）、教材費、行事費、消耗

品費、その他の各 5項目を保育費として使用し、残りは法人運営経費、学童保育所運営経

費とする。項目ごとの金額は財務委員会にて決定する。 

３ 保育費のうちの食料費は、アレルギー対応、宗教上の理由等によりおやつを提供できな

い児童に対しては返金する。 

 

（保育の特例） 

第１９条 保護者負担金には以下の各項の特例を設ける。 

  ２ ひとり親・就学援助減免 

    保護者の申請により、次に掲げる(1)～(2)のいずれかに該当する場合 

(1) ひとり親家庭または両親のいない家庭の児童 

(2) 就学援助を申請して対象となった家庭の児童  

  ３ 多子特例減免 

保護者負担金は、保護者を同じとする３人以上の児童が入所している場合、学年が下の

児童から２人分について納付し、３人目より上の児童は保育費のみの支払とする。 

  ４ 休所の特例 休所届を提出した児童が、1ヶ月の開設日の全日休所する場合は、その月

の保護者負担金を免除する。 

５ １月１日、４月１日、８月１日の各日に途中入所する児童は、前月に始まる小学校の長

期休み期間中、１日につき１，０００円の日割負担金を支払うことで入所日前の学童保育

所登所を認める。 
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（滞納） 

第２０条 保護者負担金の滞納が発生した場合は、以下の対応をとる。 

(1) 引き落としがされなかった翌月に督促状を出す。 

(2) さらに引き落としがされなかった場合には職員から直接連絡をする。 

(3) 連絡した月内に納入確認ができない場合は退所を勧告する。  

(4) 退所勧告を受けた保護者が再度２ヶ月滞納を行った場合、もしくは退所勧告を２

回以上受けても支払いに応じなかった場合は、理事会にて氏名公表の上、利用を

解除することができる。尚、その者が再入所を希望する時は、保証人を必要とす

る。 

２ 保護者負担金の滞納がある場合、学童保育所の次年度以降の継続入所及び退所後の再入

所申請についてはこれを認めない。 

 

（超過料金） 

第２１条 第１０条に規定する開設時間及び受入時間内に保護者による児童の引き取りがなか

った場合、１世帯１日につき、１５分ごとに１０００円の超過料金を支払わなければな

らない。 

２ 超過料金の滞納がある場合、学童保育所の翌年度継続利用及び退所後の再入所申請に

ついてはこれを認めない。 

３ 超過料金は、原則、超過をした日に現金で学童クラブ職員に支払いをする。 

 

第６章 雑則 

（改廃） 

第２２条 この規程の改廃は、理事会が行う。 

 

附則 

１． この規程は 2007年 4月 1日から施行する。 

２． この規程は改定後 2010年 4月 1日から施行する。 

３． この規程は改定後 2010年 8月１日から施行する。 

４． この規程は改定後 2011年 4月 1日から施行する。 

５． この規程は改定後 2011年 10月 1日から施行する。 

６． この規程は改定後 2012年 1月 1日から施行する。 

７． この規程は改定後 2012年 8月 1日から施行する。 

８． この規程は改定後 2016年 1月 1日から施行する。 

９．この規程は改定後 2017年 10月 1日から施行する。 

１０．この規程は改定後 2018年 4月 1日から施行する。 

１１．この規程は改定後 2019年 3月 1日から施行する。 

１２．この規程は改定後 2020年 4月 1日から施行する。 

１３．この規程は改定後 2022年 4月 1日から施行する。 

１４．この規程は改定後 2022年 8月 1日から施行する。 

１５．この規程は改定後 2023年 2月 1日から施行する。 

１６．この規程は改定後 2023年 7月 1日から施行する。 
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   ただし、第２条（1）、第１７条３については、経過措置として 2023年度内の入所の場合

に限り、2023年 2月 1日施行の学童保育所利用規程を適用する。 

 

別表１．保護者負担金基本額（1カ月単位） 

 1～3年生 4年生 5～6年生 

基本 14,000円 13,500円 12,000円 

減免 9,700円 9,600円 8,500円 

1世帯 2人目 13,000円 12,500円 11,000円 

3人目以上 2,650円 2,650円 2,650円 
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